
日本建築学会構造系論文集 第88巻 第807号, 758-767， 2023年5月
J. Struct. Constr. Eng., AIJ, Vol. 88, No. 807, 758-767, May, 2023

DOI https://doi.org/10.3130/aijs.88.758

— 758 —

＊ 1	 山下設計　構造設計部　博士（工学） Yamashita Sekkei Inc., Structural Design Dept., Dr.Eng.

【カテゴリーⅡ】

粘性ダンパーによる複数地震応答の最大層間変形角の一様化方法
METHOD FOR UNIFORMIZING MAXIMUM INTER-STORY DRIFT ANGLE OF MULTIPLE SEISMIC 

RESPONSES IN ELASTIC EQUIVALENT SHEAR-SPRING MODEL WITH VISCOUS DAMPER

鈴 木 光 雄＊1

Mitsuo SUZUKI

 
 
 
 

粘性ダンパーによる複数地震応答の最大層間変形角の一様化方法 

 
METHOD FOR UNIFORMIZING MAXIMUM INTER-STORY DRIFT ANGLE OF MULTIPLE SEISMIC 

RESPONSES IN ELASTIC EQUIVALENT SHEAR-SPRING MODEL WITH VISCOUS DAMPER 
 
 

鈴木 光雄*1 
Mitsuo SUZUKI 

 
This paper proposes a method of uniform response of an equivalent shear-spring model with viscous dampers. First, we propose an 
equivalent stiffness to evaluate the effect of the Maxwell model and confirm the validity of the results of eigenvalue analysis by using 
the equivalent stiffness in the primary mode. Next, to uniformize inter-story drift angle responses that envelop the maximum values 
of time history analyses for multiple earthquakes, we apply the equivalent stiffness to a method using closed-form representations of the 
primary mode. The results confirm that the method of controlling viscous damping via the equivalent stiffness is effective. 
 
 

Keywords: Uniform inter-story drift angle, Maxwell model, Equivalent stiffness, Control, Non-linear viscous damper 
     一様層間変形角, Maxwellモデル, 等価剛性，制御，非線形粘性ダンパー 

 
1. はじめに 

地震時の建物各層の応答一様化を図ることは、層崩壊防止のため

に有効であるものと考えられる。これは、各層の塑性化による吸収

エネルギーが変形と正の相関関係にあることから、最大層間変形の

分布において変形の過大な層がないことが、相対的な損傷集中層が

ないことと等価であると考えられることによる。多くの地震経験を

経て有効性が実証されている新耐震設計法でも、設計用せん断力時

の建物各層の変形分布に対して剛性率で評価が行われ、他の階に比

べ相対的に変形角の大きい層では、保有水平耐力を割り増すことが

求められている。特定層の損傷集中を防止するための既往の研究

1),2)においても最大応答層間変形角の一様化が目標とされており、

応答一様化を目標とすることに妥当性があるものと考えられる。 

応答の一様化は、最大応答変形角の低減にも有効になるものと期

待される。これは、許容される変形内で各層が均等に変形すること

で、建物全体として効率よくエネルギー吸収が行われ、結果、最大

応答変形角の低減につながるものと考察されることによる。文献 3

では、弾性モデルに対し剛性による応答一様化を行った結果、最大

応答値が低減されることが確認されている。文献 4 では弾塑性の場

合の応答一様化を行い、この場合も概ね最大応答値が低減されるこ

とが確認されている。最大応答値を最小化する制振装置の最適な配

置に関する既往の研究 5)でも、制振装置が配置された層では一様な

応答分布となっていることが確認される。 
設計実務では、設計地震動は直下型、海洋型を含む複数の地震動

に対して安全性確認が求められ、最大応答変形角の包絡値がクライ

テリア以内であることが必要となる。文献 3 では、本論で用いる複

数の地震動の包絡した応答値に対して、剛性を制御した結果の一様

な応答は、制御前の応答に比べ、個々の地震動の応答においても概

ね一様な応答状態に近づくことが確認されている。この点から、包

絡した結果に対して一様化を行うことで、個々の地震動に対しても

応答性状の向上が期待される。 

応答の一様化について、文献 3 で建物剛性を制御することにより

実現できることが示され、文献 4 では、剛性と耐力が正の相関を有

することを利用して、弾塑性ダンパーの剛性を制御して応答の一様

化を試みた。これらは、一次固有モード逆問題の閉形式を利用して

剛性を制御する方法である。本論は、粘性ダンパーによる応答の一

様化を試みるものである。一般に建築で使用される減衰量は少なく、

粘性減衰は構造体に減衰のみを付与させ、固有周期に対しては影響

がないものとして扱われることが多い。減衰を考慮した複素固有値

解析を行うと、減衰の影響が現れ固有周期が短くなることが確認さ

れる。固有周期が短くなるということに関しては、減衰を考慮した

等価剛性を考えることにより構造体の性状を評価できる可能性が

あり、等価剛性が得られれば、文献 3、4 と同様に剛性制御による

一様化手法の適用の可能性が考えられる。 

本論では、粘性ダンパーを用いて、複数地震動の包絡応答の一様

化を試みる。手法は、文献 3、4 と同様に一次固有モード逆問題の

閉形式を利用するもので、粘性減衰の影響を考慮して等価剛性に置

き換えることにより適用する。等価剛性は粘性係数を用いて初等関

数で表現されており、求める剛性に対応する減衰係数を陽な形で表
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粘性減衰は構造体に減衰のみを付与させ、固有周期に対しては影響

がないものとして扱われることが多い。減衰を考慮した複素固有値

解析を行うと、減衰の影響が現れ固有周期が短くなることが確認さ

れる。固有周期が短くなるということに関しては、減衰を考慮した

等価剛性を考えることにより構造体の性状を評価できる可能性が

あり、等価剛性が得られれば、文献 3、4 と同様に剛性制御による

一様化手法の適用の可能性が考えられる。 

本論では、粘性ダンパーを用いて、複数地震動の包絡応答の一様

化を試みる。手法は、文献 3、4 と同様に一次固有モード逆問題の

閉形式を利用するもので、粘性減衰の影響を考慮して等価剛性に置

き換えることにより適用する。等価剛性は粘性係数を用いて初等関

数で表現されており、求める剛性に対応する減衰係数を陽な形で表

*1 山下設計 構造設計部  博士（工学）  Yamashita Sekkei Inc., Structural Design Dept., Dr.Eng. 

現される形式となっている。これにより、本論では複素固有値解析

を用いることなく応答の一様化が可能となっている。 
複数地震動に対する最大層間変形の包絡分布を対象とする研究

として文献 6 が挙げられる。この文献では粘性ダンパー付きフレー

ムモデルの弾塑性応答を対象としているが、検討の前段階では質点

のせん断型モデルの最適な減衰分布を求め、この結果を利用してい

る。この方法は、文献 7 に示されており、初期時に各層に配置され

た減衰から、各層ごとに減衰をある割合で減らして地震応答解析を

行い、応答増大の影響度が低い層の減衰を減らして最適な減衰分布

を求めるものである（減衰の初期条件によっては上記で減衰を増や

す操作となる）。この方法は簡易に最適な減衰分布を求めることが

でき、汎用性の高い方法と考えられるが、各層の減衰の影響を調べ

るたびに地震応答解析が必要となる。このために、有効な構造物へ

の総入力エネルギーを基準化する方法が提案され、ダブルインパル

スのみの極限応答（共振応答）により複数地震動に対する最大層間

変形を上回る包絡分布が合理的に求められることが示されている。

ただし、ダブルインパルスの応答が個々の地震動の応答を包絡して

上回る割合は、パルス性の地震動に比べ、ランダム性の地震動の方

が大きくなる等の特徴がある。包絡応答が個々の地震応答を上回る

割合は、地震動の発生確率にも関係するものと考えられ、設定され

たダブルインパルスの入力レベルが、例えばレベル２相当か、余裕

度確認レベルの地震動として考えるべきかなどについては検討が

必要となるものと考えられる。 

本論の方法は、先にも述べた通り、一次モード形を利用して等価

せん断モデル全体の減衰分布を調整していく方法であり、各層ごと

の減衰効果を確認する方法に比べ、比較的少ない繰り返し回数（本

論では 5 回と設定）で減衰分布を求めることができる。このため、

設定された入力レベルの複数の地震応答結果を直接用いることに

しており、実用的であるものと考える。ただし、地震応答解析によ

る性能検証では、選択されるべき検討地震動の種類や数については、

十分な知見が得られていないものといえる。この点で、文献 6 のエ

ネルギーを基準にしたダブルインパルスを用いる方法では、検討す

べき地震動の見逃しへの担保やロバスト性の付与が期待される。一

方、本論の方法を採用する場合、地震動の不確実性については、応

答の余裕度を確保するなどの別途配慮が必要となる。 

なお、本論の方法は、弾塑性建物に適用した文献 4 と同様に剛性

による制御を基にしていることから、弾塑性建物への適用可能性が

期待される。ただし、本論は、実用的な観点で非線形粘性ダンパー

による性能指定も目的とし、建物モデルについては応答性状が明確

となる弾性で基本検討を行う。また、非線形粘性ダンパーについて

はバイリニア型ダンパーとべき乗型ダンパーの Maxwell モデルで

地震応答解析を行うこととしている。一様化手法を適用で減衰を制

御する際に等価線形減衰係数に置き換えて対応しているが、最終的

な結果は非線形ダンパーの応答結果となっている。 

 

２. 粘性減衰を考慮した等価剛性 
非比例減衰分布の構造物のモード算出は、複素固有値解析による

必要がある。複素固有値解析では、建物のある層に減衰を付加する

ことにより、当該層のモード層間成分が減少する効果が確認できる。

ただし、実務設計においては、複素固有値解析のなじみが薄く、ま

た、本論では繰り返しの計算を前提とするため、なるべく簡易に評

価できることが望ましい。このため、以下に粘性減衰を考慮した等

価剛性についての考察を行う。 

（１）粘性減衰分布を考慮したモードの層間成分について 

𝑛𝑛質点の制振装置付きの等価せん断型モデルを考え、本体建物の

𝑗𝑗層の質量、せん断剛性、減衰係数を𝑚𝑚�、𝑘𝑘�、𝑐𝑐�とする。制振装置は

Fig.1 に示す剛性と減衰機構が直列に接続された Maxwell モデルで

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

     

Maxwell モデルの減衰係数とばね剛性をそれぞれ𝑐𝑐�,�、𝑘𝑘�,�とす

る。各層に接続される Maxwell モデルの剛性と減衰機構との中間

節点の変位𝑢𝑢�,�は、接続する下層からの相対変位とする（Fig.1）。 

𝑠𝑠次の固有値𝜆𝜆(�)、固有モード成分を𝑢𝑢�
(�)
とする。固有値問題にお

ける𝑠𝑠次の場合の𝑗𝑗層の質点の関係式と、Maxwell モデルの中間接点

に関する関係式から下式が導かれる。右上の括弧内はモード次数を

示す。 

 𝜆𝜆(�)�
𝑚𝑚�𝑢𝑢�

(�) + 𝜆𝜆(�)𝑐𝑐��𝑢𝑢�
(�)−𝑢𝑢���

(�) � − 𝜆𝜆(�)𝑐𝑐����𝑢𝑢���
(�) −𝑢𝑢�

(�)� 

+𝑘𝑘��𝑢𝑢�
(�)−𝑢𝑢���

(�) � − 𝑘𝑘����𝑢𝑢���
(�) −𝑢𝑢�

(�)� 

+𝑘𝑘�,��𝑢𝑢�
(�)−𝑢𝑢���

(�) − 𝑢𝑢�,�
(�)� − 𝑘𝑘�,����𝑢𝑢���

(�) −𝑢𝑢�
(�) − 𝑢𝑢�,���

(�) � = 0 (1)
 

𝜆𝜆(�)𝑐𝑐�,�𝑢𝑢�,�
(�) − 𝑘𝑘�,��𝑢𝑢�

(�)−𝑢𝑢���
(�) − 𝑢𝑢�,�

(�)� = 0 (2)

(1)式について、𝑛𝑛~𝑗𝑗層の式を足し合わせると下式の通りとなる。 

𝜆𝜆(�)�
� 𝑚𝑚�𝑢𝑢�

(�)
�

���

+ 𝜆𝜆(�)𝑐𝑐��𝑢𝑢�
(�)−𝑢𝑢���

(�) � + 𝑘𝑘��𝑢𝑢�
(�)−𝑢𝑢���

(�) �  
 

+𝑘𝑘�,��𝑢𝑢�
(�)−𝑢𝑢���

(�) −𝑢𝑢�,�
(�)� = 0 (3)

固有値𝜆𝜆(�)と固有モード成分𝑢𝑢�
(�)
は一般に複素数となる。𝑠𝑠次の固

有値𝜆𝜆(�)は、固有円振動数𝜔𝜔(�)、減衰定数ℎ(�)(≤ 1)、虚数単位𝑖𝑖を用

いて次式のように表される。 

𝜆𝜆(�) = 𝜉𝜉(�) +   𝜂𝜂(�)𝑖𝑖  (4)

𝜉𝜉(�) = −ℎ(�)𝜔𝜔(�),   𝜂𝜂(�) = 𝜔𝜔(�)�1 − ℎ(�)�
   

 (5)
（２）粘性減衰を考慮した等価剛性の誘導 8) 

(2)式を𝑢𝑢�,�
(�)
に関し解き(3)式に代入すると�∆𝑢𝑢�

(�)��≡ �𝑢𝑢�
(�)−𝑢𝑢���

(�) ��は

下記のように表される。 

�∆𝑢𝑢�
(�)� = ��𝐴𝐴�,�

(�) �
+ 𝐵𝐵�,�

(�)�
� � 𝑚𝑚�

�

���

�𝑢𝑢�
(�)� (6)

𝐴𝐴�,�
(�)
、𝐵𝐵�,�

(�)
は、𝑚𝑚�、𝑘𝑘�、𝑐𝑐�、𝑐𝑐�,�、𝑘𝑘�,�および、固有円振動数𝜔𝜔(�)、減衰

定数ℎ(�)から構成される。具体的な表現を付録 A9)に示す。 

次に、ℎ(�)𝜔𝜔(�)𝑐𝑐� ≪ 𝑘𝑘�、ℎ(�)𝜔𝜔(�)𝑐𝑐�,� ≪ 𝑘𝑘�,�を仮定すると、下式が得

られる。 

�𝐴𝐴�,�
(�) �

+ 𝐵𝐵�,�
(�)�

≅ 𝜔𝜔(�)�
/ 𝑘𝑘���  (7)

ここで、 

𝑘𝑘��� = ��𝑘𝑘� + 𝑘𝑘�,��� �
� + 𝜔𝜔(�)��𝑐𝑐� + 𝑐𝑐�,��� �

�
 (8)

 

Fig.1 Shear spring model with Maxwell model 

j-th

j-1-th

kj

cj

kd,jcd,j

uj-1

ud,j

2023-09-04T06:07:30.245鈴木光雄



— 760 —

 
𝑘𝑘�,��� = 𝜌𝜌�,�

�𝑘𝑘�,�/�1 + 𝜌𝜌�,�
�� (9)

 

𝑐𝑐�,��� = 𝑐𝑐�,�/�1 + 𝜌𝜌�,�
�� (10)

  
𝜌𝜌�,� = 𝜔𝜔(�)𝑐𝑐�,�/𝑘𝑘�,� (11)

である。ここで、建物モデルの全ての減衰が無い（無減衰時）状態

の質量と剛性のみの場合について考える。(6)式に対応させると、モ

ード層間成分∆𝑢𝑢�
(�)�≡ 𝑢𝑢�

(�)−𝑢𝑢���
(�) �は下式の通り表される。 

∆𝑢𝑢�
(�) =

𝜔𝜔(�)�

𝑘𝑘�
� 𝑚𝑚�𝑢𝑢�

(�)
�

���

 (12)

(6)、(7)式と(12)式を比較すると、 𝑘𝑘��� は Maxwell モデルを含めた

等価な層剛性とみなせる。等価剛性 𝑘𝑘��� と質量のみを用いて固有値

解析を行えば、複素固有値解析を行うことなく任意の減衰分布を有

する建物の一次モードの周期、モード形を算出することが可能とな

るものと考えられる。ここで、 𝑘𝑘��� の算出に必要な𝜔𝜔(�)は減衰を考

慮したものであるべきであるが、あらかじめ知ることができない。

本章では簡易に無減衰時の一次モードの𝜔𝜔∗(�)を採用して 𝑘𝑘��� を設

定するものとする。 

        
 
 
なお、 𝑘𝑘��� は、Fig.1 の層に正弦波の強制変形加振した時の最大変

位𝑑𝑑���と最大発生力𝑄𝑄���から得られる剛性に対応する(Fig.2)。また、

接続ばねが無限大の一般減衰の場合は𝜌𝜌�,� = 0となり、等価剛性

𝑘𝑘�,��� は下式で表され、文献 10 に示されたものと同じ形となる。 

𝑘𝑘�,��� = �𝑘𝑘�
� + 𝜔𝜔(�)��𝑐𝑐� + 𝑐𝑐�,��

�
  (13)

（３）等価剛性による固有周期と減衰の検証 8) 

5層の制振装置付き建物の一次モードの層間成分について検討す

る。以下に示すように、建物の無減衰の 1 次モード層間成分の分布

で最下層、最上層、中間層のモード成分が大きい 3 ケース（Fig.3）

および、減衰分布で最下層、最上層、中間層に集中的に配置される

3 ケースを考え（Fig.4）、それぞれを組み合わせた合計 9 ケースの

固有値解析を行う。 

建物の各層の重量を 10000(kN)、固有周期𝑡𝑡(�)
を 1.0(s)とする。減

衰については、モデル全体の減衰係数の総和を設定し、各層に分布

させることを考える。建物全体の Maxwell モデルの減衰量の総和

を𝑐𝑐�とし、無減衰時の一次固有円振動数𝜔𝜔∗(�)および、各層の剛性の

総和を対象とした剛性比例型減衰の減衰定数ℎ�を用いて下式によ

り定義する。 

𝑐𝑐� = 2ℎ�/𝜔𝜔∗(�) � 𝑘𝑘�

�

���

 (14)

ℎ� = 0.1として Fig.3(a)~(c)の各モード分布の建物ごとに𝑐𝑐�を求め、

Fig.4 (a)~(c)の分布割合で減衰を分布させる。 

ここで、接続剛性無限大の一般減衰の場合と、Maxwell モデルの

場合について固有値解析を行う。一般に Maxwell モデルの減衰を増

やすと、減衰力に抵抗するため接続剛性を増やす必要に迫られる。

このため、Maxwell モデルでは、接続剛性が減衰係数に比例するも

のとして𝑘𝑘�,�/𝑐𝑐�,� =20.0(1/s)で一定とし、𝜔𝜔(�) =2π/1.0(1/s)より𝜌𝜌�,� =

0.31とした。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Maxwell モデルの場合の複素固有値解析から求められた一次モ

ードの層間成分絶対値�∆𝑢𝑢�
(�)�と、𝜔𝜔(�) = 𝜔𝜔∗(�)とした 𝑘𝑘��� を用いて実

数の固有値解析から求めた略算値∆ 𝑢𝑢�
(�)

� との比較を Fig.5 に示す。

各ケースの∆𝑢𝑢�
(�)

に対する∆ 𝑢𝑢�
(�)

� の誤差は最大 4.3％程度である。

Fig.6 には固有周期の略算値 𝑡𝑡(�)
� と複素固有値解析による精算値

𝑡𝑡(�)
との比較を示す。誤差は最大 1.2％程度である。減衰定数に関し

ては、略算値∆ 𝑢𝑢�
(�)

� を用いて、吸収エネルギーに基づき下式により

略算の ℎ(�)
� で評価する 9)。 

ℎ(�)
� =

𝜔𝜔(�)

2
��𝑐𝑐� + 𝑐𝑐�,��� �∆ 𝑢𝑢�

(�)
�

�
�

���

 / � 𝑘𝑘�∆ 𝑢𝑢�
(�)

�
�

�

���

 (15)

結果を Fig.7 に示す。複素固有値解析による精算値ℎ(�)
と略算値

ℎ(�)
� の誤差は最大 4.4％程度となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

以上より、等価剛性 𝑘𝑘�� と質量のみを用いた実数での固有値解析

で、非比例減衰の一次モードの特性を比較的精度よく算出できるこ

とが確認された。 
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𝑘𝑘�,��� = 𝜌𝜌�,�

�𝑘𝑘�,�/�1 + 𝜌𝜌�,�
�� (9)

 

𝑐𝑐�,��� = 𝑐𝑐�,�/�1 + 𝜌𝜌�,�
�� (10)

  
𝜌𝜌�,� = 𝜔𝜔(�)𝑐𝑐�,�/𝑘𝑘�,� (11)

である。ここで、建物モデルの全ての減衰が無い（無減衰時）状態

の質量と剛性のみの場合について考える。(6)式に対応させると、モ

ード層間成分∆𝑢𝑢�
(�)�≡ 𝑢𝑢�

(�)−𝑢𝑢���
(�) �は下式の通り表される。 

∆𝑢𝑢�
(�) =

𝜔𝜔(�)�

𝑘𝑘�
� 𝑚𝑚�𝑢𝑢�

(�)
�

���

 (12)

(6)、(7)式と(12)式を比較すると、 𝑘𝑘��� は Maxwell モデルを含めた

等価な層剛性とみなせる。等価剛性 𝑘𝑘��� と質量のみを用いて固有値

解析を行えば、複素固有値解析を行うことなく任意の減衰分布を有

する建物の一次モードの周期、モード形を算出することが可能とな

るものと考えられる。ここで、 𝑘𝑘��� の算出に必要な𝜔𝜔(�)は減衰を考

慮したものであるべきであるが、あらかじめ知ることができない。

本章では簡易に無減衰時の一次モードの𝜔𝜔∗(�)を採用して 𝑘𝑘��� を設

定するものとする。 

        
 
 
なお、 𝑘𝑘��� は、Fig.1 の層に正弦波の強制変形加振した時の最大変

位𝑑𝑑���と最大発生力𝑄𝑄���から得られる剛性に対応する(Fig.2)。また、

接続ばねが無限大の一般減衰の場合は𝜌𝜌�,� = 0となり、等価剛性

𝑘𝑘�,��� は下式で表され、文献 10 に示されたものと同じ形となる。 

𝑘𝑘�,��� = �𝑘𝑘�
� + 𝜔𝜔(�)��𝑐𝑐� + 𝑐𝑐�,��

�
  (13)

（３）等価剛性による固有周期と減衰の検証 8) 

5層の制振装置付き建物の一次モードの層間成分について検討す

る。以下に示すように、建物の無減衰の 1 次モード層間成分の分布

で最下層、最上層、中間層のモード成分が大きい 3 ケース（Fig.3）

および、減衰分布で最下層、最上層、中間層に集中的に配置される

3 ケースを考え（Fig.4）、それぞれを組み合わせた合計 9 ケースの

固有値解析を行う。 

建物の各層の重量を 10000(kN)、固有周期𝑡𝑡(�)
を 1.0(s)とする。減

衰については、モデル全体の減衰係数の総和を設定し、各層に分布

させることを考える。建物全体の Maxwell モデルの減衰量の総和

を𝑐𝑐�とし、無減衰時の一次固有円振動数𝜔𝜔∗(�)および、各層の剛性の

総和を対象とした剛性比例型減衰の減衰定数ℎ�を用いて下式によ

り定義する。 

𝑐𝑐� = 2ℎ�/𝜔𝜔∗(�) � 𝑘𝑘�

�

���

 (14)

ℎ� = 0.1として Fig.3(a)~(c)の各モード分布の建物ごとに𝑐𝑐�を求め、

Fig.4 (a)~(c)の分布割合で減衰を分布させる。 

ここで、接続剛性無限大の一般減衰の場合と、Maxwell モデルの

場合について固有値解析を行う。一般に Maxwell モデルの減衰を増

やすと、減衰力に抵抗するため接続剛性を増やす必要に迫られる。

このため、Maxwell モデルでは、接続剛性が減衰係数に比例するも

のとして𝑘𝑘�,�/𝑐𝑐�,� =20.0(1/s)で一定とし、𝜔𝜔(�) =2π/1.0(1/s)より𝜌𝜌�,� =

0.31とした。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Maxwell モデルの場合の複素固有値解析から求められた一次モ

ードの層間成分絶対値�∆𝑢𝑢�
(�)�と、𝜔𝜔(�) = 𝜔𝜔∗(�)とした 𝑘𝑘��� を用いて実

数の固有値解析から求めた略算値∆ 𝑢𝑢�
(�)

� との比較を Fig.5 に示す。

各ケースの∆𝑢𝑢�
(�)

に対する∆ 𝑢𝑢�
(�)

� の誤差は最大 4.3％程度である。

Fig.6 には固有周期の略算値 𝑡𝑡(�)
� と複素固有値解析による精算値

𝑡𝑡(�)
との比較を示す。誤差は最大 1.2％程度である。減衰定数に関し

ては、略算値∆ 𝑢𝑢�
(�)

� を用いて、吸収エネルギーに基づき下式により

略算の ℎ(�)
� で評価する 9)。 

ℎ(�)
� =

𝜔𝜔(�)

2
��𝑐𝑐� + 𝑐𝑐�,��� �∆ 𝑢𝑢�

(�)
�

�
�

���

 / � 𝑘𝑘�∆ 𝑢𝑢�
(�)

�
�

�

���

 (15)

結果を Fig.7 に示す。複素固有値解析による精算値ℎ(�)
と略算値

ℎ(�)
� の誤差は最大 4.4％程度となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

以上より、等価剛性 𝑘𝑘�� と質量のみを用いた実数での固有値解析

で、非比例減衰の一次モードの特性を比較的精度よく算出できるこ

とが確認された。 
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３. 減衰による応答一様化方法 

(8)式からわかる通り𝜌𝜌�,�を一定として減衰を増やせば、等価剛性が増

加する。この関係式から減衰を調整して剛性を制御することを考える。 

（１）一次固有モード逆問題の閉形式 

𝑘𝑘��� による固有値解析は、無減衰モデルの固有値問題と同じ形式

となり、 𝑘𝑘��� について整理すると下式の通りとなる 12)。 

𝑘𝑘��� = �𝜔𝜔(�)�
� 𝑚𝑚�𝑢𝑢�

(�)
�

���

� /�𝑢𝑢�
(�)−𝑢𝑢���

(�) � (16)

𝑠𝑠=1 の場合、(16)式は一次固有モード逆問題に対する閉形式である。 

（２）一次モード層間成分の設定 

本論の手法は、目標とする層間変形分布を実現する一次モードの

分布を設定し、(16)式で固有周期を固定して剛性を算出する。繰り

返し計算の中で、一次モードの分布は、現状の一次モードの層間成

分に係数𝑟𝑟�を掛けて更新する。 
∆𝑢𝑢�

(�)
��� = 𝑟𝑟�∆𝑢𝑢�

(�)
 (17)

弾性応答を扱った文献 3 では、目標とする応答層間変形分布を

∆𝑑𝑑��� とし、複数地震動の時刻歴応答解析結果を包絡した各層の最大

応答層間変形∆𝑦𝑦�を用い、 ∆𝑑𝑑��� に対する各層変形∆𝑦𝑦�の比を 𝑝𝑝�� � �≡

∆𝑦𝑦�/ ∆𝑑𝑑��� �とし、その逆数 𝑝𝑝�� �
��をとり、𝑟𝑟� = 𝑝𝑝�� �

��として取り扱っ

た 12)。 
 一方、弾塑性応答を扱った文献 4 では、各層の剛性比に対する応

答比の変動が大きいことから、∆𝑢𝑢�
(�)
から ∆𝑢𝑢�

(�)
��� への更新時の増分

を分割して刻み、係数𝑟𝑟�を下式の通り設定した。 
 𝑟𝑟� = 1 − �1 − 𝑝𝑝�� �

��/ 𝑝𝑝��
����������� ∙ 1/𝑛𝑛� (18)

ここで、𝑛𝑛�は∆𝑢𝑢�
(�)
から ∆𝑢𝑢�

(�)
��� への増分の分割数を示す。ま

た、 𝑝𝑝��
����������は、各層の 𝑝𝑝�� �

��の平均値を示す。本論では、非線形の

粘性ダンパーを取り扱うことから(18)式を採用する。 

（３）減衰係数の更新 

Maxwell モデルの接続剛性は減衰力を負担するため、減衰力に見

合った断面の部材で構成される必要がある。本論では、減衰係数𝑐𝑐�,�

とばね剛性𝑘𝑘�,�が比例するものとし、𝑐𝑐�,�/𝑘𝑘�,�を定数として扱い、円

振動数𝜔𝜔(�)は等価剛性から得られた固有周期を採用するものとし、

𝜌𝜌�,�についても定数として扱う。 

(16)式、(8)式を 𝑐𝑐�,���� に関して整理すると下式のような二次方程

式となり、解の公式より 𝑐𝑐�,���� が得られる（正の解を採用）。 

𝑞𝑞� ��,�
(�) ∙ 𝑐𝑐�,����

�
+ 𝑞𝑞� ��,�

(�) ∙ 𝑐𝑐�,���� + 𝑞𝑞� ��,�
(�) = 0 (19)

各係数は以下のようになる。 

 𝑞𝑞� ��,�
(�) = 𝜔𝜔(�)�

 (20)

 𝑞𝑞� ��,�
(�) = 2�𝜌𝜌�,�𝑘𝑘� + 𝜔𝜔(�)𝑐𝑐��𝜔𝜔(�) (21)

 𝑞𝑞� ��,�
(�) = �1 + 𝜌𝜌�,�

�� �𝑘𝑘�
� + 𝜔𝜔(�)�

𝑐𝑐�
� − 𝑘𝑘���

�
� (22)

（４）非線形粘性ダンパーの減衰係数設定 

 実際に用いられる粘性ダンパーは非線形特性を有し、代表的な

ものとしてバイリニア型とべき乗型があげられる。等価剛性の算

出では線形のダンパーを仮定していたため、これらの非線形ダン

パーの等価な線形ダンパーの置き換える方法を以下に示す。 

１）非線形粘性ダンパー特性 
バイリニア型とべき乗型のダンパー減衰力𝐹𝐹�と速度𝑣𝑣(≧ 0)との

関係を下記に示す。 
《《バイリニア型》》(Fig.8(a)) 

 𝐹𝐹� = �
𝑐𝑐��𝑣𝑣                               , 𝑣𝑣 < 𝑣𝑣�
𝑐𝑐��𝑣𝑣� + 𝑐𝑐��(𝑣𝑣 − 𝑣𝑣�) , 𝑣𝑣 ≧ 𝑣𝑣�

 (23)

𝑐𝑐��：一次減衰係数、𝑐𝑐��：二次減衰係数、𝑣𝑣�：リリーフ速度 

《《べき乗型》》(Fig.8(b)) 
 𝐹𝐹� = 𝑐𝑐�𝑣𝑣� (24)

𝑐𝑐�：減衰係数、𝛼𝛼：べき指数値(0≦𝛼𝛼≦1.0) 

  

 
 
２）エネルギー吸収量 13) 

本論では、調和強制加振時の吸収エネルギーが等価な線形のダン

パーに置き換える。円振動数𝜔𝜔、振幅𝛿𝛿の調和強制加振時のエネルギ

ー吸収量𝛥𝛥𝛥𝛥は下記の通りである。 
《《線形ダンパー》》 

 𝛥𝛥𝛥𝛥 = 𝜋𝜋𝜋𝜋𝛿𝛿�𝜔𝜔 (25)

《《バイリニア型》》 
 𝛥𝛥𝛥𝛥 = 𝑆𝑆�𝜋𝜋𝑐𝑐��𝛿𝛿�𝜔𝜔 (26)
    𝑆𝑆� = (1 − 𝑐𝑐��/𝑐𝑐��)(𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝛽𝛽 − 𝛽𝛽)/𝜋𝜋 + 1 (27)
 𝛽𝛽 = �2𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐��(𝑣𝑣�/𝛿𝛿𝛿𝛿)    , 𝛿𝛿𝛿𝛿 ≧ 𝑣𝑣�

  0                             , 𝛿𝛿𝛿𝛿 < 𝑣𝑣�
 (28)

《《べき乗型》》 
 𝛥𝛥𝛥𝛥 = 𝑆𝑆�𝜋𝜋𝑐𝑐�𝛿𝛿���𝜔𝜔� (29)
 𝑆𝑆� = 2/√𝜋𝜋 ⋅ 𝛤𝛤�(𝛼𝛼 + 2)/2�/𝛤𝛤�(𝛼𝛼 + 3)/2� (30)

0.96
0.98
1.00
1.02

t(1
)

Model_B Model_T Model_M

0.94
0.96
0.98
1.00

t(1
)

Model_B Model_T Model_M

0.04
0.06
0.08
0.10
0.12

h(1
)

Model_B Model_T Model_M

0.04
0.06
0.08
0.10
0.12

h(1
)

Model_B Model_T Model_M

0
0

Da
m

pe
r f

or
ce

 

Velocity

Cb1

Cb2

v1
0

0

Da
m

pe
r f

or
ce

 

Velocity 
1.0

Ce

Fig.6 Natural period 

(a) Damping only 

(b) Maxwellmodel 
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 𝛤𝛤(𝑥𝑥) = ∫ 𝑒𝑒��𝑎𝑎���𝑑𝑑𝑑𝑑 ∞
 � ,  (𝑥𝑥 > 0)  (31)

べき乗型では、関数で表現されるため、数値計算には困難を伴

う。このため𝑆𝑆�に関し近似式として下式を提示する（Fig.9）。 
 𝑆𝑆� ≅ (1 − 4/𝜋𝜋)𝛼𝛼�.� + 4/𝜋𝜋 (32)

       
 
 

３）減衰係数の設定 
線形ダンパーと非線形粘性ダンパーのエネルギー吸収量を等置

し、繰り返し計算で更新された 𝑐𝑐���� から、下式により非線形粘性ダ

ンパーの減衰係数を算出する。 
《《バイリニア型》》 

 𝑐𝑐�� = 𝑐𝑐�/��� 𝑆𝑆� (33)

《《べき乗型》》 
 𝑐𝑐� = 𝑐𝑐�/��� (𝑆𝑆�𝛿𝛿���𝜔𝜔���) (34)

（５）粘性ダンパーによる応答一様化方法 

上記をもとに、粘性ダンパーによる応答層間変形分布を実現する

建物剛性の制御方法を以下に示す。 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆0 建物諸元（質量、剛性、減衰）および、目標とする建物固

有周期（円固有振動数𝜔𝜔）と層間変形分布を設定する。 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆1 (8)式の 𝑘𝑘��� による固有値解析および時刻歴応答解析（非線

形ダンパーモデル）を行い、固有モード、最大応答層間変

形を求める。 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆2 複数地震動の包絡応答結果をもとにした、(17)式で求めら

れる ∆𝑢𝑢�
(�)

��� から、(16)式により等価剛性 𝑘𝑘��� を設定する。 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆3 設定された等価剛性 𝑘𝑘��� が建物剛性より大きい場合、 (19)
式より 𝑐𝑐�,���� を求め、(33)または(34)式で非線形ダンパーの

減衰に置き換え𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆1に戻る。以降𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆1,2,3を繰り返し、目

標とする応答層間変形分布に達した時点で演算を終了する。 

  𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆1の(8)式、𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆2の(16)式、𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆3の(19)、(33)、(34)式を用い

る際の𝜔𝜔は、𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆0で設定した𝜔𝜔とする。最終的な一様化後の 𝑘𝑘��� に

よる固有周期は(16)式で設定する固有周期（円固有振動数𝜔𝜔）と等

しくなる。ダンパーについては、𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆1の時刻歴応答解析では非線

形ダンパーの Maxwell モデルを扱い、𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆3でダンパーの減衰係数

を更新する際にエネルギー吸収量が等価な線形減衰係数を利用す

るものとしている。この結果、最終的に得られる一様な時刻歴応答

解析結果は非線形ダンパーの応答結果である。 

また、本検討では、増分の分割数𝑛𝑛�を Table1 のように設定し、繰

り返し回数が増えるごとに増加させている。  
 
 
 
 
 

  
なお、6 章で扱うようなパラメトリックな解析で解析結果値を比

較する場合、収束過程における増分分割数𝑛𝑛�の影響について条件を

合わせておくことが求められる（6 章参照）。このため、繰り返し計

算の回数は 5 回としている。これに合わせる形で、本論は繰り返し

計算の回数は 5 回で統一した。 
一様化の程度を評価する指標として、 𝑝𝑝�� �の各層の平均値 𝑝𝑝��

�����と

𝑝𝑝�� �を用い、下式の𝑒𝑒�を用いる。 
𝑒𝑒� = �1.0 − 𝑝𝑝�� �/ 𝑝𝑝��

������
���
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４. 入力地震動およびレベル 
本論で対象とする地震動は、文献 3、4 と同様、設計実務を念頭

にし、建設省告示第 1461 号に定められるスペクトルで作成された

地震動（以下、告示波）と、観測地震波(最大速度 0.5m/s)の El 

Centro1940(NS)、Taft1952(EW)、Hachinohe1968(NS)、および BCJ-L2

を 0.815 倍したものである。告示波の位相は Hachinohe1968(NS)（図

凡例 Code_Hachi 表示）、JMA-Kobe1995(NS) （同 Code_Kobe 表示）

とする。また、BCJ-L2 の 0.815 倍は速度応答スペクトルを告示波と

同じ設定とし、告示波のランダム位相に準じるものとして設定した。 

 

５. 減衰による応答一様化方法の解析結果 
本章では、3 章(5)の方法の非線形ダンパーによる剛性制御の妥当

性を確認するため、文献 3 に倣い建物全層の一様化を試みる。 

（１）検討モデル 

解析モデルは 20 層のせん断型モデルとし、各層の重量を

10,000(kN)、階高∆𝐻𝐻� を 4.0(m)、建物高さ𝐻𝐻 =80(m)、固有周期

𝑡𝑡(�)=2.4(s)(= 0.03𝐻𝐻)と設定する。剛性は最上部を最下部の 1/2 とし

て各階を線形補間して設定した(Table 2)。構造体は弾性とし、減衰

は剛性比例型とし一次モードの減衰定数ℎ(�)=0.02とする。 
 
 

  
  

粘性ダンパーとしてバイリニア型とべき乗型の２ケースを検討

する。バイリニア型の特性は𝑣𝑣�=32.0(mm/s)、𝑐𝑐��/𝑐𝑐��=0.0676 とし、

べき乗型の特性は𝛼𝛼=0.6 とする。3 章(5)で述べた通り、時刻歴応答

解析は非線形ダンパーで行い、減衰係数更新の際にエネルギー吸収

量が等価な線形減衰係数を用いる。周期 2.4(s)、振幅 33.3(mm)の調

和強制加振時の吸収エネルギーが等価な線形ダンパーに置換にし

た減衰力-速度関係をFig.10に示す。接続剛性は𝑘𝑘�,�/𝑐𝑐��,�=15.0(1/s)、
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Number of iteration 1~2 3~4 5
Number of divisions nu 2 5 10
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 𝛤𝛤(𝑥𝑥) = ∫ 𝑒𝑒��𝑎𝑎���𝑑𝑑𝑑𝑑 ∞
 � ,  (𝑥𝑥 > 0)  (31)

べき乗型では、関数で表現されるため、数値計算には困難を伴

う。このため𝑆𝑆�に関し近似式として下式を提示する（Fig.9）。 
 𝑆𝑆� ≅ (1 − 4/𝜋𝜋)𝛼𝛼�.� + 4/𝜋𝜋 (32)

       
 
 

３）減衰係数の設定 
線形ダンパーと非線形粘性ダンパーのエネルギー吸収量を等置

し、繰り返し計算で更新された 𝑐𝑐���� から、下式により非線形粘性ダ

ンパーの減衰係数を算出する。 
《《バイリニア型》》 

 𝑐𝑐�� = 𝑐𝑐�/��� 𝑆𝑆� (33)

《《べき乗型》》 
 𝑐𝑐� = 𝑐𝑐�/��� (𝑆𝑆�𝛿𝛿���𝜔𝜔���) (34)

（５）粘性ダンパーによる応答一様化方法 

上記をもとに、粘性ダンパーによる応答層間変形分布を実現する

建物剛性の制御方法を以下に示す。 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆0 建物諸元（質量、剛性、減衰）および、目標とする建物固

有周期（円固有振動数𝜔𝜔）と層間変形分布を設定する。 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆1 (8)式の 𝑘𝑘��� による固有値解析および時刻歴応答解析（非線

形ダンパーモデル）を行い、固有モード、最大応答層間変

形を求める。 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆2 複数地震動の包絡応答結果をもとにした、(17)式で求めら

れる ∆𝑢𝑢�
(�)

��� から、(16)式により等価剛性 𝑘𝑘��� を設定する。 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆3 設定された等価剛性 𝑘𝑘��� が建物剛性より大きい場合、 (19)
式より 𝑐𝑐�,���� を求め、(33)または(34)式で非線形ダンパーの

減衰に置き換え𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆1に戻る。以降𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆1,2,3を繰り返し、目

標とする応答層間変形分布に達した時点で演算を終了する。 

  𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆1の(8)式、𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆2の(16)式、𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆3の(19)、(33)、(34)式を用い

る際の𝜔𝜔は、𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆0で設定した𝜔𝜔とする。最終的な一様化後の 𝑘𝑘��� に

よる固有周期は(16)式で設定する固有周期（円固有振動数𝜔𝜔）と等

しくなる。ダンパーについては、𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆1の時刻歴応答解析では非線

形ダンパーの Maxwell モデルを扱い、𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆3でダンパーの減衰係数

を更新する際にエネルギー吸収量が等価な線形減衰係数を利用す

るものとしている。この結果、最終的に得られる一様な時刻歴応答

解析結果は非線形ダンパーの応答結果である。 

また、本検討では、増分の分割数𝑛𝑛�を Table1 のように設定し、繰

り返し回数が増えるごとに増加させている。  
 
 
 
 
 

  
なお、6 章で扱うようなパラメトリックな解析で解析結果値を比

較する場合、収束過程における増分分割数𝑛𝑛�の影響について条件を

合わせておくことが求められる（6 章参照）。このため、繰り返し計

算の回数は 5 回としている。これに合わせる形で、本論は繰り返し

計算の回数は 5 回で統一した。 
一様化の程度を評価する指標として、 𝑝𝑝�� �の各層の平均値 𝑝𝑝��

�����と

𝑝𝑝�� �を用い、下式の𝑒𝑒�を用いる。 
𝑒𝑒� = �1.0 − 𝑝𝑝�� �/ 𝑝𝑝��

������
���
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４. 入力地震動およびレベル 
本論で対象とする地震動は、文献 3、4 と同様、設計実務を念頭

にし、建設省告示第 1461 号に定められるスペクトルで作成された

地震動（以下、告示波）と、観測地震波(最大速度 0.5m/s)の El 

Centro1940(NS)、Taft1952(EW)、Hachinohe1968(NS)、および BCJ-L2

を 0.815 倍したものである。告示波の位相は Hachinohe1968(NS)（図

凡例 Code_Hachi 表示）、JMA-Kobe1995(NS) （同 Code_Kobe 表示）

とする。また、BCJ-L2 の 0.815 倍は速度応答スペクトルを告示波と

同じ設定とし、告示波のランダム位相に準じるものとして設定した。 

 

５. 減衰による応答一様化方法の解析結果 
本章では、3 章(5)の方法の非線形ダンパーによる剛性制御の妥当

性を確認するため、文献 3 に倣い建物全層の一様化を試みる。 

（１）検討モデル 

解析モデルは 20 層のせん断型モデルとし、各層の重量を

10,000(kN)、階高∆𝐻𝐻� を 4.0(m)、建物高さ𝐻𝐻 =80(m)、固有周期

𝑡𝑡(�)=2.4(s)(= 0.03𝐻𝐻)と設定する。剛性は最上部を最下部の 1/2 とし

て各階を線形補間して設定した(Table 2)。構造体は弾性とし、減衰

は剛性比例型とし一次モードの減衰定数ℎ(�)=0.02とする。 
 
 

  
  

粘性ダンパーとしてバイリニア型とべき乗型の２ケースを検討

する。バイリニア型の特性は𝑣𝑣�=32.0(mm/s)、𝑐𝑐��/𝑐𝑐��=0.0676 とし、

べき乗型の特性は𝛼𝛼=0.6 とする。3 章(5)で述べた通り、時刻歴応答

解析は非線形ダンパーで行い、減衰係数更新の際にエネルギー吸収

量が等価な線形減衰係数を用いる。周期 2.4(s)、振幅 33.3(mm)の調

和強制加振時の吸収エネルギーが等価な線形ダンパーに置換にし

た減衰力-速度関係をFig.10に示す。接続剛性は𝑘𝑘�,�/𝑐𝑐��,�=15.0(1/s)、
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Table 2 Parameters of the analytical model 

Number of iteration 1~2 3~4 5
Number of divisions nu 2 5 10

𝑘𝑘�,�/𝑐𝑐�,� =15.0(mmα-1/sα)として設定する。また、(19)式においても

𝑘𝑘�,�/𝑐𝑐�,�=15.0(1/s)として𝜌𝜌�,�を設定して𝑐𝑐�,�を算出した。減衰係数と

接続剛性の比に関し、非線形ダンパーの𝑘𝑘�,�/𝑐𝑐��,�、𝑘𝑘�,�/𝑐𝑐�,�と等価線

形ダンパーの比𝑘𝑘�,�/𝑐𝑐�,�を同一とすることの妥当性は議論の余地が

あるものと考えられる。本論の方法は非線形ダンパーの応答を調整

する際に等価減衰係数の考え方を利用するものであり、𝑘𝑘�,�,/𝑐𝑐��,�、

𝑘𝑘�,�/𝑐𝑐�,�および𝑘𝑘�,�/𝑐𝑐�,�の増減と応答値の増減の傾向が対応してい

れば、繰り返し計算の中で最終的に一様な応答が実現可能となる。

また、同様な理由で(33)、(34)式を用いる際の変位𝛿𝛿は層間変形角

1/120 の変位で固定している（6 章も同じ）。 

   

 
 
（２）解析結果 

 ダンパーは剛性を増やす効果のみしか発揮しないため、剛性を増

やす必要が生じた階に粘性ダンパーを配置し、剛性を下げる必要が

生じた階は建物本体の剛性を下げる操作を行うものとする。 
 (16)式で𝜔𝜔 =2π/2.4(1/s)に設定して一様化を行った解析結果を

Fig.11～13 に示す。バイリニア型、べき乗型の𝑒𝑒�はそれぞれ 0.003、

0.002 で、いずれも一様化が可能となっていることが確認できる。 
 

６. 応答一様化方法における減衰量の変動について 
前章の検討で、一様化が可能であることを確認したが、建物に配

置する減衰量については指定されていない。このため、本章で建物

に付与される減衰量の変動について確認を行う。 
一般に粘性ダンパーの効果を検証するには、ダンパー減衰係数を

基にした減衰定数で評価されるが、本論の方法は、固有周期とモー

ド形を指定して、剛性を制御する方法となっている。(8)式で確認さ

れるように、ダンパーの設置は層の剛性を増加させ、建物の周期を

減少させる。これらの周期と減衰量の関係性について考察を行う。 
一般に制振構造の計画では、与えられた建物の剛性に対し、粘性

ダンパーを配置して、目標の層間変形角のクライテリアを満足する

ように配置計画を行う。このため、本章では、建物剛性を変更しな

い条件で検討を行うものとする。 
（１）指定周期について 

目標の応答分布となるような剛性を算出する(16)式では、モード

形と固有周期を指定する。これにより得られた等価剛性分布から得

られる略算の固有周期と、指定した固有周期は一致することになる。

ただし、本章で検討する方法は、建物の剛性を変更することなくダ

ンパーを付加することにより、目標とする応答分布を実現するもの

である。ここでは剛性を上げる必要のある層では、ダンパーを付加

して対応するが、剛性を下げる必要のある層では剛性の変更を行わ

ないものとする。この処理をした結果の構造物の固有周期は、(16)

式で指定した固有周期よりも短くなる。 

  

  
 
 
 

   

 
本章のダンパーを付加するのみの操作の場合、(16)式で指定する

固有周期は、上記のようにダンパー配置操作後の固有周期とは異な

るため、区別する意味合いで(16)式に用いる固有周期と円固有振動

数に対応するパラメーターを 𝑡𝑡� 、 𝜔𝜔� として表現するものとする。 
（２） 𝑡𝑡� をパラメーターとした検討結果 

5 章のモデルにバイリニア型ダンパーを設置し、パラメーターを

𝑡𝑡� として Table3 に示す 11 ケースの一様応答の解析を行った。 
 

 
 
各ケース 5 回の繰り返し計算を行った結果を以下に示す。

Fig.14(a)は 6 地震動の応答を包絡した層間変形角であり、 𝑡𝑡� が小さ

くなるほど層間変形角が小さくなっている。Fig.14(b)はダンパーの

減衰係数を示す。 𝑡𝑡� が小さい場合、配置されるダンパー量が多くな

る。一様化の程度を示す評価指標𝑒𝑒�はダンパーを配置した層につい

て評価するものとし Fig.14(c)に示す。0.02 以下であり、ダンパー配

置層では一様化されている状況が確認されるが、ダンパー量が少な

いと配置対象層が限られるため、建物全体の応答分布を見比べると

一様化の程度は限定的となる。 
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また、得られた結果の建物の減衰係数の合計、固有周期、および

減衰定数について、横軸を 𝑡𝑡� として Fig.15 に示す。いずれも、 𝑡𝑡� に

関して概ね線形関係にあることが確認される。Fig.15(b)、(c)では、

複素固有値解析結果と等価剛性 𝑘𝑘�� による略算固有周期 𝑡𝑡(�)
� と

(15)式による略算減衰定数 ℎ(�)
� が示されている。複素固有値解析結

果と略算固有周期の誤差は 0.7％で、略算減衰定数との誤差は 4.2％
程度であり、略算値で評価することの妥当性が確認できる。 

  
  

   
 
 

𝑡𝑡� と減衰係数および固有周期関係について、ほぼ線形の関係にあ

ることが確認される。このことは、1 質点の周期と減衰量との関係

からも類推される（付録 b）。このことから、2 つの 𝑡𝑡� で一様化計算

を行えば、 𝑡𝑡� と減衰係数および固有周期の近似した線形関係を知る

ことが可能となる。このことを利用して、目標とする応答値を満足

するダンパーの配置検討を試みる。 
なお、本検討では 𝑡𝑡� によっては、2 回の繰り返し計算で一様な応

答とみなせる結果が得られるが、各 𝑡𝑡� で繰り返し計算回数を 5 回

で統一した解析としている。この理由を付録 C に示す。 
 

７. ダンパー配置による応答一様化検討例 
（１）解析モデル 

17 階建て高さ 70(m)の鉄骨造の建物を考える。建物重量、各階の

階高は Table4 に示す通りであり、固有周期𝑡𝑡(�)=2.45(s)(= 0.035𝐻𝐻)と

設定する。剛性は最上部を最下部の 1/2 として各階を線形補間し、

1 階と 9 階で 0.7 倍して設定されており、剛性の低い層が含まれた

構造である(Fig.16)。構造体は弾性とし、減衰は剛性比例型とし一次

モードの減衰定数ℎ(�)=0.02とする。 
 

 

 

   
 
（２） 𝑡𝑡� の設定 

まず、２つの 𝑡𝑡� で一様化の解析を行う。 𝑡𝑡� の値は 𝑘𝑘�� を一質点モ

デルに適用し、設定した減衰定数から固有周期を算出する（付録 B

の B-3 式）。無減衰の固有周期 2.45(s)の構造にダンパーの減衰と剛

性の比𝑘𝑘�,�/𝑐𝑐�,�=15.0(1/s)を条件とし、ダンパーの減衰と構造体の自

然減衰 0.02 を加えた減衰定数を 0.05 および 0.12 とした時の固有周

期は、2.432(s)、2.378(s)となる。 
6 章でも触れた通り、指定した 𝑡𝑡� と、ダンパーを付与する操作を

行った構造の固有周期は一致しない。ここでは、線形補間で予測す

ることを目的として、適度な間隔を空けた 2 点を指定するものであ

ることから、おおよその目安として 𝑡𝑡� =2.432、2.378 で一様化の解

析を行うものとする。 
一様化の結果から得られた減衰量の合計と、等価剛性 𝑘𝑘��� から得

られた固有周期の略算値 𝑡𝑡(�)
� と減衰定数の略算値 ℎ(�)

� を Table5 に

示す。 

 

 

 

 

  

粘性ダンパーを設置して、目標とする一様な応答の層間変形角を

1/120 とする。文献 3 では、本論で用いた 6 種類の地震動および設

定レベルの入力に対して、5、10、15、20、25、30 階建ての等価せ

ん断型モデルで検討を行った結果、概略の一様変形応答時の変形角

の 𝜃𝜃�� が、一次固有周期𝑡𝑡(�)、剛性比例型減衰を仮定した一次減衰定

数ℎ(�)、(38)式の代表変位 𝑦𝑦�� (単位 m)、および(39)式の代表高さ𝐻𝐻�

を用いて(36)式で表されている。 
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𝜃𝜃�� = �−𝑝𝑝� ∙ 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡ℎ ��𝑡𝑡(�)�
� − 8.0� + 𝑝𝑝� + 1� 𝑦𝑦�� /𝐻𝐻� (36)

 

𝑝𝑝� = −0.75ℎ(�) + 0.185 (37)
 
 𝑦𝑦�� = �−0.06 ln�ℎ(�)� − 0.02�𝑡𝑡(�)   (38)
 
     

 𝐻𝐻� = � 𝑚𝑚�𝐻𝐻�
�

�

���

/ � 𝑚𝑚�𝐻𝐻�

�

���

 (39)

(36)式は、弾性建物に対し、剛性比例型の粘性減衰を仮定したも

のである。本検討では、非線形の粘性ダンパーを非比例配置するも

ので条件が異なるが、概略の検討が目的であることより(36)式を適

用することを試みる。 

 (36) 、(37)式の𝑡𝑡(�)、ℎ(�)へ 𝑡𝑡(�)
� 、 ℎ(�)

� の線形補間の関係式を代

入し、また、(39)式から得られる代表高さ𝐻𝐻�＝48.2(m)を代入し、縦

軸を 𝜃𝜃�� 、横軸をℎ(�)として Fig.17 に示す。目標の層間変形角

1/120(=0.0083)と交差する減衰定数ℎ(�)は概ね 0.077 となる。Table5
の 𝑡𝑡� と ℎ(�)

� の関係を線形比例関係と仮定すると、 ℎ(�)
� =0.077 に対

応する 𝑡𝑡� は 2.408 となる。よって、 𝑡𝑡� =2.408 として一様化の解析を

行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）一様化検討結果 
粘性ダンパーはべき乗型とし、べき指数値は𝛼𝛼＝0.6 とする。接続剛

性は𝑘𝑘�/𝑐𝑐�=15.0(mmα-1/sα)として設定し、5 章と同様に(19)式におい

ても𝑘𝑘�/𝑐𝑐�=15.0(1/s)として𝜌𝜌�,�を設定して𝑐𝑐�を算出した。一様化の繰

り返し計算を 5 回行った結果を Fig.18、19 に示す。初期状態で最大

応答を示す地震動は Hachinohe であったが、一様化後は El Centro と

なっている。また、初期状態で層間変形の小さい 14~17 層では粘性

ダンパーが不要となっており、1~13 層で粘性ダンパーが配置され、

この粘性ダンパーが配置された制御対象層（1~13 層）に対する判

定指標は𝑒𝑒�=0.006 であり、一様な層間変形角の分布となっている。

最大応答変形角は 1/119.6 であり、2 点の 𝑡𝑡� による一様化の結果を

直線補完することで、目標性能に近い粘性ダンパーの配置が可能と

なることが確認された。 
(36)式は地震応答のばらつきのため+10～−30％程度の誤差を有

する 3)ものである。この検討からさらに変形を抑える必要が生じた

場合は、 𝑡𝑡� と減衰が負比例の関係であることから、 𝑡𝑡� をさらに幾分

短くして一様化解析することが対応方法の一つとなる。 

 以上より、直線補間のベースとなる 2 度の一様化解析および、こ

の結果を基にした性能確認の一様化検討の合計 3 度の一様化検討

により、概ね目標性能を満足するダンパーの配置が可能となった。 

（４）ダンパー総量を固定する場合の検討について 

ダンパー量が固定されている条件で一様化を行う場合は、同様に

𝑡𝑡� とダンパー総量が線形関係にあることを利用して求めればよい。 

 

  
 
 

  

 
本章の解析例として、べき乗型粘性ダンパー（べき指数値𝛼𝛼＝0.6）

のトータルの減衰係数∑ 𝑐𝑐� =3000(kN・(s/mm)α)が設計条件の場合を考

える。ダンパーのない建物の固有周期 2.45(s)、代表的な階高 4.0(m)の

1/120 の変位 33.3(mm)での調和強制加振時の等価線形減衰係数は、

(34)式の𝑐𝑐�を等価線形減衰係数とみなし 552.7 (kN・s/mm)と求められる。

等価線形減衰係数が 552.7 (kN・s/mm)の時、Table 5の 2点より直線補

間で 𝑡𝑡� を求めると 2.4015 となる。 𝑡𝑡� =2.4015で、実際に一様化検討を行

った結果、配置されたべき乗型粘性ダンパーのトータルの減衰係数

∑ 𝑐𝑐�は 3190(kN・(s/mm)α)であり、条件とした 3000(kN・(s/mm)α)に近い

値であることが確認された。 

 

なお、本章のモデルに対して、7 章と同様にパラメーター 𝑡𝑡� で一様化

を行った結果を参考として付録 Dに示す。 

 

８．まとめ 

本論では、粘性ダンパーによる地震時の層間変形角の一様化方法

について提案を行った。主な内容は下記の通りである。 

１）粘性減衰と接続剛性からなる Maxwell モデルを考慮した等価剛    

性を用いることで、実数の固有値解析で非比例減衰モデルの固有

周期、減衰定数を比較的精度よく求めることができることを確認

した。 

２）複数地震動の時刻歴応答最大値を包絡した一様な応答層間変形

角を目標として一次固有モード逆問題の閉形式を利用する方法

に、Maxwell モデルを考慮した等価剛性を適用した。その結果、

目標として設定された等価剛性を実現する減衰係数を求めて各

層に配置することにより、一様化が可能であることを確認した。

また、粘性ダンパーについては非線形特性を有するバイリニア型

および、べき乗型ダンパーへの適用の有効性を確認した。 

３）粘性ダンパーを付与する検討では、一次固有モード逆問題の閉
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形式に現れる周期（円固有振動数）に対応するパラメーター 𝑡𝑡� で

応答の傾向を把握した。その結果、応答一様化後の、建物の固有

周期、減衰定数および、建物全体に付与される減衰係数の合計が

概ね線形関係にあることを確認した。 

４）３）で確認した性状を利用し、パラメーター 𝑡𝑡� で 2 度の一様化

解析を行い、その結果を直線補完することにより、指定する減衰

定数における一様化が概ね可能であることを確認した。また、同

様に粘性ダンパーの総量が指定された場合の一様化検討も可能

であることを確認した。 

  

以上により、粘性ダンパーによる一様な応答となる建物の計画が、

比較的簡易に可能となり、層崩壊を防止した耐震性向上のために本

論の方法は有用であるものと考える。 

本論では等価せん断型モデルを対象としている。高層建物の場合、

建物上部で曲げ変形の卓越が考えられる。曲げ変形成分の考慮、対

応については今後の検討課題である。 
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付録 A 係数𝐴𝐴�,�
(�)

、𝐵𝐵�,�
(�)
について 9) 

𝐴𝐴�,�
(�)

、𝐵𝐵�,�
(�)
は、以下の手順で計算する。以下では、実務的な適用範囲を考

慮してℎ(�)が 1 以下の場合のみを示し𝜉𝜉(�)、𝜂𝜂(�)は (5)式による。 

𝛼𝛼� �,�
(�) = 𝜉𝜉(�)𝑐𝑐�,� + 𝑘𝑘�,� (A-1)

𝛽𝛽� �,�
(�) = 𝜂𝜂(�)𝑐𝑐�,� (A-2)

 
𝐶𝐶�,�
(�) = 𝛼𝛼� �,�

(�)𝑘𝑘�,�/ � 𝛼𝛼� �,�
(�)� + 𝛽𝛽� �,�

(�)�� (A-3)

𝐷𝐷�,�
(�) = 𝛽𝛽� �,�

(�)𝑘𝑘�,�/ � 𝛼𝛼� �,�
(�)� + 𝛽𝛽� �,�

(�)�� (A-4)
 

𝛼𝛼� �,�
(�) = 𝜉𝜉(�)𝑐𝑐� + 𝑘𝑘� + �1 − 𝐶𝐶�,�

(�)� 𝑘𝑘�,� (A-5)

𝛽𝛽� �,�
(�) = 𝜂𝜂(�)𝑐𝑐� + 𝐷𝐷�,�

(�)𝑘𝑘�,� (A-6)
 

𝐴𝐴�,�
(�) = � 𝛾𝛾�

(�) 𝛼𝛼� �,�
(�) + 𝛾𝛾�

(�) 𝛽𝛽� �,�
(�)� / � 𝛼𝛼� �,�

(�)� + 𝛽𝛽� �,�
(�)�� (A-7)

𝐵𝐵�,�
(�) = � 𝛾𝛾�

(�) 𝛼𝛼� �,�
(�) − 𝛾𝛾�

(�) 𝛽𝛽� �,�
(�)� / � 𝛼𝛼� �,�

(�)� + 𝛽𝛽� �,�
(�)�� (A-8)

ここで、 

𝛾𝛾�
(�) = 𝜉𝜉(�)

�
− 𝜂𝜂(�)

�
 (A-9)

𝛾𝛾�
(�) = 2𝜉𝜉(�)𝜂𝜂(�) (A-10)

である。 

 

付録 B 固有周期と減衰の関係 

ここで、(8)～(11)式を 1 質点モデルに適用する。以下では、層を表現する

右下の𝑗𝑗および右上のモード次数(𝑠𝑠)を省略して表現する。ダンパー減衰力と

接続剛性の比を一定とし、固有周期を無減衰モデルの固有周期で代表させ、

𝜌𝜌�は固定値とする。(15)式より 𝑐𝑐��� が ℎ� を用いて下式の通り表される。 

𝑐𝑐� = 2 ℎ��� 𝑘𝑘/𝜔𝜔 − 𝑐𝑐 (B-1)
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形式に現れる周期（円固有振動数）に対応するパラメーター 𝑡𝑡� で

応答の傾向を把握した。その結果、応答一様化後の、建物の固有

周期、減衰定数および、建物全体に付与される減衰係数の合計が

概ね線形関係にあることを確認した。 

４）３）で確認した性状を利用し、パラメーター 𝑡𝑡� で 2 度の一様化

解析を行い、その結果を直線補完することにより、指定する減衰

定数における一様化が概ね可能であることを確認した。また、同

様に粘性ダンパーの総量が指定された場合の一様化検討も可能

であることを確認した。 

  

以上により、粘性ダンパーによる一様な応答となる建物の計画が、

比較的簡易に可能となり、層崩壊を防止した耐震性向上のために本

論の方法は有用であるものと考える。 

本論では等価せん断型モデルを対象としている。高層建物の場合、

建物上部で曲げ変形の卓越が考えられる。曲げ変形成分の考慮、対

応については今後の検討課題である。 
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付録 A 係数𝐴𝐴�,�
(�)

、𝐵𝐵�,�
(�)
について 9) 

𝐴𝐴�,�
(�)

、𝐵𝐵�,�
(�)
は、以下の手順で計算する。以下では、実務的な適用範囲を考

慮してℎ(�)が 1 以下の場合のみを示し𝜉𝜉(�)、𝜂𝜂(�)は (5)式による。 

𝛼𝛼� �,�
(�) = 𝜉𝜉(�)𝑐𝑐�,� + 𝑘𝑘�,� (A-1)

𝛽𝛽� �,�
(�) = 𝜂𝜂(�)𝑐𝑐�,� (A-2)

 
𝐶𝐶�,�
(�) = 𝛼𝛼� �,�

(�)𝑘𝑘�,�/ � 𝛼𝛼� �,�
(�)� + 𝛽𝛽� �,�

(�)�� (A-3)

𝐷𝐷�,�
(�) = 𝛽𝛽� �,�

(�)𝑘𝑘�,�/ � 𝛼𝛼� �,�
(�)� + 𝛽𝛽� �,�

(�)�� (A-4)
 

𝛼𝛼� �,�
(�) = 𝜉𝜉(�)𝑐𝑐� + 𝑘𝑘� + �1 − 𝐶𝐶�,�

(�)� 𝑘𝑘�,� (A-5)

𝛽𝛽� �,�
(�) = 𝜂𝜂(�)𝑐𝑐� + 𝐷𝐷�,�

(�)𝑘𝑘�,� (A-6)
 

𝐴𝐴�,�
(�) = � 𝛾𝛾�

(�) 𝛼𝛼� �,�
(�) + 𝛾𝛾�

(�) 𝛽𝛽� �,�
(�)� / � 𝛼𝛼� �,�

(�)� + 𝛽𝛽� �,�
(�)�� (A-7)

𝐵𝐵�,�
(�) = � 𝛾𝛾�

(�) 𝛼𝛼� �,�
(�) − 𝛾𝛾�

(�) 𝛽𝛽� �,�
(�)� / � 𝛼𝛼� �,�

(�)� + 𝛽𝛽� �,�
(�)�� (A-8)

ここで、 

𝛾𝛾�
(�) = 𝜉𝜉(�)

�
− 𝜂𝜂(�)

�
 (A-9)

𝛾𝛾�
(�) = 2𝜉𝜉(�)𝜂𝜂(�) (A-10)

である。 

 

付録 B 固有周期と減衰の関係 

ここで、(8)～(11)式を 1 質点モデルに適用する。以下では、層を表現する

右下の𝑗𝑗および右上のモード次数(𝑠𝑠)を省略して表現する。ダンパー減衰力と

接続剛性の比を一定とし、固有周期を無減衰モデルの固有周期で代表させ、

𝜌𝜌�は固定値とする。(15)式より 𝑐𝑐��� が ℎ� を用いて下式の通り表される。 

𝑐𝑐� = 2 ℎ��� 𝑘𝑘/𝜔𝜔 − 𝑐𝑐 (B-1)

これを(8)式に代入し、構造体の自然減衰𝑐𝑐に関する減衰定数をℎ� ≡ 𝜔𝜔𝜔𝜔/

(2𝑘𝑘)とすると下式の通りとなる。 

𝑘𝑘�� = 𝑘𝑘��1 + 2𝜌𝜌�� ℎ� − ℎ���
�
+ 4 ℎ� � (B-2)

無減衰の場合の固有周期𝑡𝑡�と、ダンパーを含めた減衰を考慮した等価剛性

𝑘𝑘�� から求めた固有周期 𝑡𝑡� の比 𝑡𝑡� /𝑡𝑡�は、�𝑘𝑘/ 𝑘𝑘�� に等しくなる。よって、 𝑡𝑡� は

下式の通りに表される。7 章(2)の 𝑡𝑡� の設定では B-3 式で初期設定している。 

𝑡𝑡� = 𝑡𝑡�/ ��1 + 2𝜌𝜌�� ℎ� − ℎ���
�
+ 4 ℎ� ��

�/�
 (B-3)

B-3式を周期比 𝑡𝑡� /𝑡𝑡�と減衰 ℎ� に関する関係式に置き換えてFig.B1に示す。

ここでは、自然減衰をℎ�=0.02 とし、 ℎ� は建物内に自然減衰をℎ�と同等以上

の粘性ダンパーが配置されるものと想定し、粘性ダンパーの減衰定数を 0.02

～0.10（ ℎ� ＝0.04～0.12）の範囲を示している。また、𝑘𝑘�/𝑐𝑐�=15 とし、固有

周期𝑡𝑡�=1.5、2.0、2.5、3.0、3.5 の場合を示す。𝑘𝑘�/𝑐𝑐�、𝑡𝑡�は𝜌𝜌�に関するパラメ

ーターである。周期比 𝑡𝑡� /𝑡𝑡�と減衰 ℎ� は、ほぼ線形の関係にある。 ℎ� が 0.04

と 0.102 の点を直線で結んだ直線補間のした場合の減衰定数 ℎ� � と、Fig.B1

のグラフとの誤差（= � ℎ� � − ℎ� �/ ℎ� ）（ ℎ� を 50 等分して確認）を示すと

TableB1 の通りとなる。 

     

 

 

 

 

𝑡𝑡�が長いほど誤差が大きくなり𝑡𝑡�=3.5 で誤差 6.4%程度となっている。例え

ば、両端 2 点の情報から直線補間で減衰定数を予測することを考えると 6.4％

程度の誤差で評価できることになる。本論は初期の構造計画の方向性を決め

るための方法を示すものであり、十分な精度を有するもの考えられる。 

7 章では、パラメーター 𝑡𝑡� と減衰量との関係について言及している。 𝑡𝑡� と

固有周期が一致するものではないが、近似した値となるものであり、一質点

の場合と同様に線形関係になるものとして議論している。 

 

付録 C 繰り返し計算回数の統一について 

6 章の 𝑡𝑡� をパラメーターとした解析において、一様化の判定指標𝑒𝑒�と繰り

返し計算回数の関係を Fig.C1 に示す。𝑒𝑒�が 0.02 以下を一様化の目安と考え

ると、繰り返し回数 2 回で一様な応答となるものがあり、本解析ケースでは

3 回で全ケース一様な応答となっている。ただし、4 回目で𝑒𝑒�が増える傾向

がみられるなどしているため、他の解析例も踏まえ 5 回とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、建物に付与される等価線形減衰係数と繰り返し計算回数の関係を

Fig.C2 に示す。繰り返し回数の分割数𝑛𝑛�を Table1 の通り切り替えているが、

各 𝑡𝑡� において同様な変動がみられ、比較的安定した変動状態といえる。ここ

で、収束判断として、上記のように繰り返し回数 2 回で収束と判断した場合

の減衰量と、5 回で収束と判断した場合では、異なる減衰量変動状態で比較

することになってしまうため、 𝑡𝑡� による線形補間で推測することが難しくな

る。このため、 𝑡𝑡� をパラメーターとした解析に限っては、繰り返し計算回数

を統一しておく必要が生じる。 

     

 

 

付録 D 7 章解析例の 𝑡𝑡� をパラメーターとした検討結果 

7 章解析例について、6 章と同様に 𝑡𝑡� =2.432～2.378 をパラメーターとして

検討した結果を示す。Fig.D1(a)は 6 地震動の応答を包絡した層間変形角、

Fig.D1(b)に配置されたダンパーの減衰係数を示す。 
Fig.D2 に建物の減衰係数の合計、固有周期、および減衰定数について、横

軸を 𝑡𝑡� として示す。いずれも、 𝑡𝑡� に関して、固有周期と減衰定数に関し概ね

線形関係にあることが確認される。 
なお、概ね線形の関係となるのは、応答が概ね一様状態となる 𝑡𝑡� の範囲内

であることが条件であり、ダンパー量が少なく一様な応答状態が実現できて

いない場合、線形関係近似が成立しないことを付記する。 
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